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９．さいたま市公共施設マネジメント市民意識調査の結果概要 
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10．シニアユニバーシティにおけるアンケート結果の概要 
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10.シニアユニバーシティにおけるアンケート結果の概要 
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11．用語集（５０音順） 

アセットマネジメント 

資産管理（Asset Management）のこと。公共施設である建築物、

道路・橋りょう、上下水道管、土地などを資産としてとらえ、そ

の状態を将来にわたり把握・評価し、ライフサイクルコストを考

慮しつつ、最も費用対効果の高い維持管理、処分等を行うこと。

インフラ 

インフラストラクチャー（infra-structure）の略。 

公共施設のうち、都市活動を支える道路・橋りょうなどの交通施

設や公園、上下水道などの施設の総称。 

本計画におけるインフラとは、都市関連施設と企業会計施設をい

う。 

旧耐震基準 

建築基準法において定義された「耐震基準」のうち、昭和56年（1981

年）の改正より前の建築基準法による基準のことで、中規模程度

の地震（震度５強程度）を想定して規定されている。旧耐震基準

に対し、昭和 56 年の法改正後は「新耐震基準」と言われている。

新耐震基準では、大規模の地震（震度６強～７程度）でも倒壊・

崩壊しないことが求められている。 

行政財産 

地方公共団体において公用又は公共用に供する財産をいう。行政

財産は行政目的のために利用されるべきものであるため、貸付、

私権の設定等を原則として禁止されているが、平成 18年（2006 年）

の地方自治法の改正によって行政財産の貸付等の要件が緩和され

た。（⇔普通財産） 

躯体の健全性調査 

建築物の骨組みの健全性を調査すること。骨組みの種類に応じて、

鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）はコンクリートの強度、コンクリ

ートの中性化、鉄筋の腐食状況を、鉄骨造（Ｓ造）は鉄部の腐食

状況を、木造（Ｗ造）は木部の腐朽状況をそれぞれ調査する。 

公共施設マネジメント 

本市が保有し、又は借り上げている公共施設を重要な経営資源と

して捉え、市民ニーズや人口動態等を踏まえた施設の運営状況、

利用状況、老朽化度やトータルコスト等を調査・分析し、最適な

保有量の検討、維持管理の適切化、有効活用の実践、効果の検証

を定期的に行い、全市的・総合的な視点から効果的かつ効率的な

管理運営を推進していくこと。 

事後保全 
構造物や建築物の損傷が顕在化した後に損傷箇所の補修・修理を

行って復帰させる管理手法。（⇔予防保全） 

指定管理者制度 

公の施設の管理に民間の能力やノウハウを幅広く活用し、市民サ

ービスの向上と経費の節減を図ることを目的に、市が指定する法

人その他の団体などに、公の施設の管理を委ねる制度。指定管理

者の範囲については、特段の制約を設けず、議会の議決を経て指

定される。 



262

スクラップアンドビルド 

老朽化した施設を廃止し、新たな施設に置き換えること。本計画

では、施設の膨張抑制の考え方として、施設の新設に当たっては、

既存施設の廃止や複合化・機能集約などにより、同等の延床面積

を縮小することを示している。 

スケルトン・インフィル 

建物をスケルトン（骨格・構造躯体）とインフィル（内容・設備

等）に分類し、前者は長期に利用できる「耐用性」を、後者は利

用者の個別性や将来の変化に対応しやすい「可変性」を重視して、

将来的に柔軟な対応ができるようにした建築方式。 

投資的経費 
公共施設の建設・整備など、将来にわたる資産の形成のための工

事や用地取得にかかる経費のこと。 

ネットワーク型 
施設に備える諸室等の機能について、施設間で連携・補完を行う

ことにより、地域等の単位全体として機能を満たしていること。

ハコモノ 
公共施設のうち、公民館や図書館、学校など建物施設の通称。 

本計画におけるハコモノとは、市民利用施設と行政施設をいう。

バリアフリー 

高齢者や障害のある人など、だれもが社会生活をしていく上で障

壁（バリア）となる、物理的、社会的、制度的、心理的及び情報

面での障害を除去すること。公共施設のバリアフリー化とは、高

齢者や障害のある人などが利用しやすい施設にすることで、エレ

ベータや身障者用トイレ、スロープ、手すりなどの設置がこれに

当たる。 

ＰＦＩ 

（Private Finance 

Initiative） 

民間資金等活用事業。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民

間資金、経営能力及び技術能力を活用して行う手法。公共施設等

の建設、維持管理、運営等に、民間の資金、経営能力及び技術的

能力を活用し、効果的かつ効率的に社会資本整備を図る事業手法。

ＰＤＣＡ 

事業について、計画を立て（Ｐｌａｎ）、実施（Ｄｏ）し、事業

終了後に、結果を評価（Ｃｈｅｃｋ）し、改善（Ａｃｔｉｏｎ）

し、次の計画に反映させていくというマネジメント・サイクルを

確立するしくみ。 

ＰＰＰ 

（Public-Private 

Pertnership） 

官民協働。アウトソーシングなどを含めた公共と民間のパートナ

ーシップによる公共サービスの提供手法の総称。 

扶助費 
社会保障制度の一環として、生活金困窮者、要援護高齢者、障害

者などの生活維持や保育所での保育活動などに支出される経費。

普通財産 

行政財産以外の一切の公有財産。行政財産が行政目的のために直

接使用されるものであるのに対し、普通財産は間接的に行政執行

に寄与するものであり、貸付による収益を地方公共団体の財源に

充てる等、その経済的な価値に主眼がおかれている。貸付、売却、

私権の設定等が可能とされている。（⇔行政財産） 
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フルスペック型 
施設に備える諸室等の機能について、施設ごとに全てを満たして

いること。 

予防保全 

構造物や建築物の損傷が顕在化する前に予防的に対策を行う管理

手法。計画保全ともいう。一般に、予防保全を行うことで、構造

物や建築物の寿命が長くなることから、短期的にはコスト増とな

るが、ライフサイクルコストは縮小することが期待される。（⇔

事後保全） 

ライフサイクルコスト 

施設等の建設・建築費だけでなく、維持管理、運営、修繕、廃棄

までの事業全体にわたり必要な総費用。初期建設費のイニシャル

コストと、エネルギー費、保全費、改修・更新費などのランニン

グコストにより構成される。 

リースバック 

民間が施設を建設し、賃貸借契約を締結して公共団体がリース料

及び維持管理料を支払い、一定期間が経過後に建物を無償で譲り

受けること。 

ワークショップ 

立場や経験の異なる参加者が、共同作業を通じ、お互いの考えや

立場を学び合いながら、知恵や創意工夫により意見をまとめてい

く手法。考え方を整理していく過程を参加者全員で共有しながら

合意を形成していくことに意味がある。 
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さいたま市公共施設マネジメント計画・第１次アクションプラン 

～「これからの１００年」を見据えた公共施設の再構成 

安心・安全で持続的な施設サービスの充実に向けて～ 

さいたま市行財政改革推進本部 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

ＴＥＬ ０４８－８２９－１１０８（直通） ＦＡＸ ０４８－８２９－１９７４ 

URL http://www.city.saitama.jp/  E-mail gyozai-kaikaku-suishin@city.saitama.lg.jp 
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